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お願い 社会保障協定の締結国へ派遣される方の手続きはお早めにご提出ください

日本と社会保障協定を結んでいる国に派遣される方は、相手国の社会保障制度への加入が免除されます。
免除されるためには、日本の社会保障制度に加入していることを証明する「適用証明書」の交付を受け、
相手国に提示または提出する必要があります。
例年４月から５月にかけて、「適用証明書交付申請書」等の提出が多くなります。適用証明書の発行ま
でに通常よりも日数を要することがありますので、適用証明書が必要なことが判明次第、お早めにご提
出ください。（電子申請も利用可能です。詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。）
なお、「適用証明書交付申請書」または「適用証明期間継続・延長申請書」は、就労の開始予定年月日
または延長開始年月日のおおむね６カ月前から提出が可能です（資格取得同時の場合を除きます）。

お願い 各種届書に個人番号を記入してください

お知らせ ～全国健康保険協会管掌事業所のご担当者さまへ～
「被保険者資格取得届」「被扶養者（異動）届」の新様式による提出のお願い

令和 年 月 日から健康保険被保険者証の新規発行が終了し、マイナ保険証に移行しました。これにと
もない、「被保険者資格取得届」および「被扶養者（異動）届」の様式が変わっています。新たに被保険
者や被扶養者になる方の資格確認書発行が必要な場合は、新様式の「資格確認書発行要否」欄の□に✔を
入れて申請してください。

「被保険者資格取得届」や「被扶養者（異動）届」などの、個人番号記入欄がある届書には、個人番号を
忘れずに記入してください。また、従業員の方の個人番号を記入する際は、番号法に基づく本人確認（番
号確認および身元確認）を必ず行ってください。
「個人番号（基礎年金番号）」欄に不備がある場合は、原則届書を返戻し、補正をお願いしています。
届書が返戻されると手続きの完了までに時間がかかり、マイナ保険証が利用できない等の不利益につな
がりますので、記入する個人番号には誤りがないようお気をつけください。
※個人番号を有していない等、個人番号が記入できない場合は基礎年金番号を記入してください。なお、
基礎年金番号は、基礎年金番号通知書、年金手帳のほか、日本年金機構から本人あてに送付している
書類（国民年金保険料納付書等）でも確認できます。

≪被保険者資格取得届≫ ≪被扶養者（異動）届≫

〒 ―

⑪

住　所

日本年金機構に提出する際、個人番号を記入した場合は、住所記入は不要です。

理由：

1．海外在住

2．短期在留

　3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑫

　　　　　発行が必要資格確認書

発行要否

（ﾌﾘｶﾞﾅ）（ﾌﾘｶﾞﾅ）（ﾌﾘｶﾞﾅ）（ﾌﾘｶﾞﾅ）
　1. 国内転入　（令和　　　　年　　　　月　　　　日）

2. その他 （ ）

種別

３１
海外特例要件に

非該当となった日
理　　由

年 月 日 ⑲

　　発行が必要

⑳

資格確認書

発行要否

⑱
　9.

　令和

○旧様式には「資格確認書発行要否」欄が無いため、取り扱いは令和７年２月 日まで（予定）としてい
ますので、お早めに新様式へ切り替えて頂きますようお願いします。なお、電子申請については、令和
年 月 日以降、旧様式での申請が出来なくなりますのでご留意ください。

○新様式は、日本年金機構ホームページをご確認ください。
ホームページ：
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（全国）

「日本年金機構からのお知らせ」の
補足情報等を掲載しています。

日本年金機構からのお知らせ 特集ページ
公的年金に関する各種手続きやお知らせ
などを随時発信しています。
ぜひフォローいただきご活用ください。

日本年金機構公式 （旧 ）

年金だより
年金委員制度のご案内

委嘱対象者 適用事業所における被用者年金に関する事務を担当されている方 など

活動範囲 主に事業所内

主な活動内容
お勤め先の社員やそのご家族を対象に、以下のような活動をお願いしています。
○公的年金制度に関するポスターやリーフレットの掲示・設置・配架
○当機構が主催する制度や事務手続きに関する年金委員研修会への参加 など

年金委員とは、厚生労働大臣からの委嘱を受けて、政府が管掌する厚生年金保険や国民年金に関す
る適用・保険料・給付などについて、事業所や地域において啓発、相談、助言などの活動を行う民
間協力員です。年金委員には、当機構から定期的に制度改正や手続きに関する情報提供を行ってい
ます。
年金委員は、活動範囲によって「職域型」と「地域型」の２種類があり、ここでは主に事業所内で
活動いただく、「職域型」年金委員をご案内します。

【職域型年金委員とは】

「職域型」年金委員が設置されていない事業所におかれましては、ぜひ管轄の年金事務所まで推薦
をお願いします。詳細は下部のＵＲＬまたは二次元コードから「日本年金機構からのお知らせ 特
集ページ」をご確認ください。

全国版

• 短時間勤務の従業員が働く時間を増やして社会保険に加入することで企業経営にも主に３つのメリット
があります。加入した従業員にも、受け取る年金額が増えるなどのメリットがありますので、手取りが
減少することから社会保険加入をためらっている従業員にも加入を勧めてみませんか。
①人材の確保・定着の可能性が高まります。
②社会保険への加入により就業調整する必要がなくなるため、安定してシフトを組みやすくなります。
③従業員の働く意欲向上に繋がります。

ご案内 従業員へ社会保険加入を勧めてみませんか

• お問い合わせ先はこちら

• 新たに社会保険に加入した従業員の手取りを減らさないため
の取組を行った事業主の皆さまは従業員一人あたり、最大
万円を助成するキャリアアップ助成金が活用できます。ぜひ
ご検討ください。

受付時間 平日 ： ～ ：

• 厚生労働省の社会保険適用拡大特設サイトでは、従業員へ
の説明のポイントや従業員説明に使えるチラシや動画、各
種支援の案内などを掲載しています。ぜひご覧ください。

年収の壁突破・総合相談窓口（コールセンター）
（フリーダイヤル・無料）

275866
日本年金機構からのお知らせ（令和６年度）令和7年2月号／297×210／ウラ／天／井出／2025.1.15


